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入 札 説 明 書 

 

九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務所の令和５年度（繰越）やんばる世界遺産センター化改修

工事（建築）に係る入札公告（建設工事）に基づく一般競争入札等については、関係法令に定めるもの

のほか、この入札説明書によるものとする。 

また、本工事は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う工事である。 

 

１．公告日 令和６年６月20日（木） 

 

２．契約担当官等 

  分任支出負担行為担当官   

九州地方環境事務所 沖縄奄美自然環境事務所長 北橋 義明 

  沖縄県那覇市樋川1-15-15 那覇第一地方合同庁舎１階 

 

３．工事概要 

(1) 工 事 名   令和５年度（繰越）やんばる世界遺産センター化改修工事（建築） 

          （電子調達案件） 

(2) 工事場所   沖縄県国頭郡国頭村比地263-1 

(3) 工事内容   別冊図面及び別冊仕様書のとおり。 

(4) 工  期   契約締結日の翌日から令和７年３月31日（月） 

(5)工事の実施形態 

1） 本工事は、入札時に施工手順等の技術提案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に

評価して落札者を決定する総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）の工事である。 

2） 本工事は、資料の提出及び入札を電子調達システムで行う対象工事である。なお、紙入札

方式の承諾に関しては、下記６．の担当部局に承諾願を提出するものとする。 

 ①当初より、電子調達システムによりがたいものは、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える

ものとする。 

 ②電子調達システムによる手続きに入った後に、紙入札方式への途中変更は原則として認め

ないものとするが、応札者側に止むを得ない事情があり、全体入札手続きに影響がないと発

注者が認めた場合に限り、例外的に認めるものとする。 

 ③以下、本説明書において、これまでの紙入札方式による場合の記述部分は、すべて上記の発

注者の承諾を前提として行われるものである。 

3） 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）

に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事で

ある。 

4） 本工事は低入札価格調査制度の調査対象工事である。 

(6) 本工事は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う工事である。 

(7) 本工事は、受発注者双方が工程調整を行うことにより、「週休２日」を確保した施工を実施する

「週休２日制工事（発注者指定型）」の試行対象工事である。現場施工期間内において「週休２日」

を達成した場合は、工事成績評定の加点評価対象とする。 
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週休２日制の考え方は下記のとおりである。 

ア 現場施工期間内において、週休２日を行ったと認められること（年末年始６日間と夏季休暇３日

間は除く。）。 

イ 現場施工期間内には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち工場製作のみの期間、工事全

体の一時中止期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

ウ 週休２日とは、４週８休以上の現場閉所を行ったと認められる状態をいう。 

エ 現場閉所日数とは、巡回パトロールや保守点検等を除き、現場事務所での作業を含めて１日を通

していずれの作業も実施していない日の合計をいう。なお、降雨等による予定外の閉所日について

も、現場閉所日数に含めるものとする。 

週休２日を達成できなかった場合、週休２日制工事として積算した労務費等については、請負代

金額の変更により減額する。 

 

４．競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下、予決令という。）第７０条及び第７

１条の規定に該当しない者であること。 

(2) 開札までに環境省における令和０５・０６年度一般競争参加資格者で建築工事Ａ又はＢ等級の

認定を受けており、沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。 

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事

再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者については、

手続開始の決定後、環境省が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。 

(3) 沖縄奄美自然環境事務所管内（鹿児島県・沖縄県）に建設業法に基づく建築一式工事の許可を受

けた本店・支店及び営業所のいずれかを有すること。 

(4) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

(5) 平成21年度以降に元請けとして完成した建築工事で、下記の1)～3)の要件を満たす工事の施工

実績を有すること（建設共同企業体の実績を持って単体として応募する場合は出資比率が２０％

以上の場合のものに限る。）。環境省発注の工事に係るものにあっては評定点合計が６５点未満の

ものは除く。 

1) 沖縄県内における建築物の新築又は改修工事であること。 

（ただし、住宅、車庫、倉庫、工場は除く） 

2) 施工規模は、延べ床面積200㎡以上であること。 

3) 1)から2)は同一工事であること。 

(6) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事に配置できること。 

1) 主任技術者においては１級建築施工管理技士、２級建築施工管理技士、一級建築士、二級建

築士又はこれと同等以上の資格を有する者、監理技術者においては１級建築施工管理技士、一

級建築士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

2) 平成21年度以降に、元請けとして完成した下記の①～③に掲げる要件を満たす工事の施工

経験を有すること(共同企業体の技術者としての経験は、所属する構成員の出資比率が２０％

以上の場合のものに限る。)。 

  ただし、環境省発注の工事に係る経験である場合にあっては、評定点合計が６５点未満のも

のを除く。 
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① 沖縄県内における建築物の新築又は改修工事であること。 

（ただし、住宅、車庫、倉庫、工場は除く） 

② 施工規模は、延べ床面積200㎡以上であること。 

③ ①から②は同一工事であること。 

3) 前記1)の資格及び2)の施工経験を有する専任補助者を配置する場合は、配置予定の主任（監

理）技術者は前記②の施工経験を有するか、または前記2)の施工経験に代えて下記(ａ)の施工

経験を有すること。(共同企業体の技術者としての経験は、所属する構成員の出資比率が２０

％以上の場合のものに限る。)。 

  (ａ)平成31（令和元）年度以降に、環境省発注の建築一式工事の主任（監理）技術者として

の施工経験があること。また、当該施工経験の工事の評定点合計が６５点未満のものを

除く。 

4) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者である

こと。 

5) 配置予定の監理技術者等にあっては直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であるので、その

旨を明示する資料を求めることがあり、その明示がなされない場合は入札に参加できないこ

とがある。 

  なお、恒常的な雇用とは入札の申込み(競争参加資格確認申請)の日以前に3ヶ月以上の雇用

関係があることをいう。 

(7) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という｡)及び競争参加資格確認資料（以下「資料」と

いう｡)の提出期限日から開札の時までの期間に、環境省から工事請負契約に係る指名停止等の措

置要領（令和2年１2月25付け環境会発第2012255号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

(8) 上記３．(1)に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある建設業者でないこと。 

  上記３．(1)に示した工事に係る設計業務等の受託者とは、次に掲げる者である。 

  ・株式会社プレック研究所 

  当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者とは、次の1）又は2）に該当する者

である。 

1) 当該受託者の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又はその出資の総額の100

分の50を超える出資をしている建設業者 

2) 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合にお

ける当該建設業者 

(9) 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

1) 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は再

生手続が存続中の会社である場合は除く。 

① 親会社と子会社の関係にある場合 

② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

2) 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社の一方が更生会社又は

再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

① 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 
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② 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記1)又は2)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

(10) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、環境省発注

の公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

(11) 技術提案（総合評価落札方式）に係る施工計画 

環境保護に関する施工計画が適正であること。施工計画の提出にあたって、入札説明書の別冊図面

及び別冊仕様書に参考として示された図面及び仕様書等（以下「標準案」という｡）の内容と異なる

施工方法（以下「技術提案」という。）の内容を示した施工計画を提出すること。 

(12) 以下に定める届出の義務を履行していない建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）でない

こと。 

・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務 

・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務 

・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出の義務 

 

５．総合評価に関する事項 

(1) 評価項目 

1) 技術提案   ①高い品質確保をしながら工期に納める施工計画についての提案 

         ②地場産材（木材等）を活用した意匠性の向上についての提案 

2) 企業の技術力   Ａ．企業の施工能力 

(a)同種工事の施工実績   

(b)工事成績 

(c)表彰等      

(d)地域貢献度（災害時等における活動実績） 

(e)ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組 

Ｂ．配置予定技術者の施工能力 

(a)同種工事の施工経験と立場   

(b)工事成績 

(c)表彰等 

(d)継続教育(CPD 及び CPDS)の取組状況 

Ｃ．賃上げの実施 

(2) 総合評価の方法  

1) 標準点 

本工事について、入札説明書等に記載された要求要件を実現できるとされた場合には、標準

点１００点を与える。 

2) 加算点 

① 上記(1)の評価項目について、下記3)の表で定めるところにより加算点を与える。 

② 配置予定技術者として主任技術者又は監理技術者の他に専任補助者（現場代理人との兼

務は認める）を配置する場合は、主任技術者又は監理技術者の評価に代えて専任補助者の施

工能力で評価する。なお、主任（監理）技術者は複数の候補技術者を申請できるが、専任補

助者については１名の申請とする。 
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なお、専任補助者は４．(6)1)及び2)並びに4)及び5)を有する者であること。 

3) 技術提案及び企業の技術力の評価基準 

  （ア） 技術提案の評価（加算点①） 

評価の視点 評価項目 評価内容 評価基準 

高い品質確

保をしなが

ら工期に納

める施工計

画について

の提案 

高い品質確保

をしながら工

期に納めるた

めの全体及び

各工種におけ

る取組 

 

工期内施工が高い品質管理

の下で適切に施工出来る取

組とする。 

最も適した手順を提案した者に最

高15点を付与し、その間の手順を

提案した者には、標準案を０点と

して按分して求められる点数を加

算点として付与する。按分による

加算点は、少数点第５位を切り捨

てとする。 

 

地場産材

（木材等）

を活用した

意匠性の向

上について

の提案 

地場産材（木

材等）を活用

することによ

り施設全体の

品質向上を図

る取組 

やんばる地域の利用拠点の

１つとして、施設全体の品質

・魅力向上が見込まれる取

組とする。 

最も適した手順を提案した者に最

高15点を付与し、その間の手順を

提案した者には、標準案を０点と

して按分して求められる点数を加

算点として付与する。按分による

加算点は、少数点第５位を切り捨

てとする。 

技術提案の評価 

（加算点①） 

３０点満点 
（１課題１５点×２課題） 

 

（イ） 企業の技術力及び配置予定の技術者の能力の評価（加算点②） 

評価の視点  評価項目  評価内容  評価基準  

企業の施工

能力 

同種工事の

施工実績 

平成21年度以降に元請として完
成した同種工事の施工実績 
※ただし、国土交通省の通知「新

型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止に向けた工事及び

業務の一時中止措置等につい

て」に基づいて一時中止措置等

を行ったことにより完成しな

い工事等については、実績とし

て評価の対象とする。 

より同種性が高い施工実績   ：４点 

同種性が認められる施工実績 : ２点 

施工実績が無し       : ０点
  

工事成績 令和４年度～５年度の建築一式工
事の工事成績評定点の平均点（少数
第１位四捨五入） 

ＪＶ時の実績を持って単体とし
て応募する場合は出資比率が 20
％以上の場合に限り工事成績を
評価の対象とする。 
 

８０点以上        :３点  

７５点以上８０点未満   :２点  

７０点以上７５点未満   :１点  

６ ５ 点 以 上 ７ ０ 点 未 満 又 は 成 績 な
し             :０点  
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表彰等  

 

 

令和４年度～５年度（表彰年度）の
建築一式工事の表彰の有無 

ＪＶの場合は、構成員のうち出資比
率が 20％以上の１社が有していれ
ば評価する。 

ＪＶで表彰を受けた場合は、出資比
率が 20％以上の構成員の単体は、
評価として認める。 

ただし、表彰を受けた翌日から申
請書の提出期限日までに、文書注
意及び警告、指名停止の措置を受
けた場合は加点しない。  

表彰有り       :２点  

表彰無し       :０点  

 

【国、都道府県、市町村の表彰とし、 
感謝状は含まない】 

 

地域貢献度
（災害時等
における活
動実績）  

令和４年度～５年度の災害時等の
活動の有無。 

［評価対象の例］ 
・災害時対応協定(他省庁等も含

む)に基づく活動実績   
・大規模災害時の応急対策実 
  績 
 

【実績がある場合は事実を証明
出来る資料を添付】       

沖縄県内において、活動実績有り    
: １点 

沖縄県内において、活動実績無し   
: ０点 

※上記に関し、複数の活動実績の申請
があっても１つのみ評価する。 

 

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス等の推
進に関する
取組状況 

 

 

※  複数の
認定等に該
当する場合
は、最も配
点が高い区
分により加
点を行うも
のとする 

※内閣府男
女共同参画
局長の認定
等相当確認
を受けてい
る外国法人

区分１   

女性活躍推進法に基づく認定（え
るぼし認定企業・ﾌﾟﾗﾁﾅえるぼし
認定企業） 

 

 

 

 

 

 

ﾌﾟﾗﾁﾅえるぼし ※１    : ５点 

３段階目 ※２      : ４点 

２段階目 ※２        : ３点 

１段階目  ※２          : ２点 

行動計画 ※３          : １点 

認定無し         ：０点 

※１ 女性活躍推進法（令和２年６月
１日施行）第 12 条に基づく認定 

※２ 女性活躍推進法第９条に基づく
認定                       労
働時間等の働き方に係る基準は満た
すことが必要 

※３ 女性活躍推進法に基づく一般事
業主行動計画の策定義務のない事業
主（常時雇用する労働者の数が100人
以下のもの）に限る（計画期間が満了
していない行動計画を策定している
場合のみ）  
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については
、相当する
各認定等に
準じて加点
する。 

区分２   

次世代法に基づく認定（くるみん
認定企業・トライくるみん認定企
業・プラチナくるみん認定企業） 

 

 

プラチナくるみん     : ３点 

くるみん（新基準） ※４ : ２点 

くるみん（旧基準） ※５  ：１点 

トライくるみん      ：１点 

認定無し         ：０点 

 

※４ 新くるみん認定（改正後認定基

準（令和 4 年 4 月 1 日施行）により

認定） 

※５ 旧くるみん認定（改正前認定基

準又は改正省令附則第２条５項の経

過措置により認定） 

区分３   

若者雇用促進法に基づく認定（ユ
ースエール認定企業） 

認定あり         : ３点 

認定無し         ：０点 

 

配置予定の

技術者の施

工能力 

（複数の候

補技術者の

実績が提出

された場合

は能力評価

の最低の者

を 評 価 す

る。ただし、

専任補助者

を配置する

場合には専

任補助者の

同種工事の
施工経験と
立場 

 

平成21年度以降に元請として完成
した施工経験 

 

工事経験と立場の提出は１件と
する。 

 

 

 

 

より同種性の高い工事において、監理（
主任）技術者として従事  ：４点 

より同種性の高い工事において、現場
代理人あるいは担当技術者として従事
、または、同種性が認められる工事にお
いて、監理（主任）技術者として従事           
：２点 

同種性が認められる工事において、現
場代理人あるいは担当技術者として従
事            ：０点 

 

※より同種性の高い工事とは、同種
性に加え、構造形式、規模・寸法
、仕様機材、架設工法等について
、更なる同種性が認められる工事 
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能力で評価

する。） 

 

上記、施工経験の工事における立

場 

 
主任（監理）技術者又は現場代理人 
              :２点 

担当技術者         :０点 

 

※施工経験とした工事の工期内に複数
の役職に従事している場合は、評価の
低い方で評価する。また、技術者の従
事するべき期間の途中から従事する場
合及び途中から離任する場合は評価し
ない。 

工事成績 環境省における令和２年度～令
和５年度の工事種別で建築一式
工事の工事成績評定点。 

 

 
なお、評価の対象とする工事は、
一般財団法人日本建設情報総合
センターの「工事実績情報システ
ム」（以下「CORINS」という。）に
従事技術者として登録された工
事を対象とする。 

ＪＶ時の実績を持って単体とし
て応募する場合は出資比率が 20
％以上の場合に限り工事成績を
評価の対象とする。  

８０点以上        ：６点 

７５点以上８０点未満   ：３点 

７０点以上７５点未満   ：１点 

６ ５ 点 以 上 ７ ０ 点 未 満 又 は 成 績 な
し            ：０点 

 

※ 申 請 さ れ た 工 事 の 工 事 成 績 に よ
り評価する。なお、複数の工事があ
る場合は工事毎に申請する。ただし
、申請した工事がCORINSの登録の工
事 種 別 と 異 な る 場 合 に は 評 価 の 対
象とせず０点とする。 

表彰等 令和２年度～令和５年度(表彰年度
)の技術者(工事)表彰の有無 

 
または令和２年度～令和５年度 

(表彰年度）の優良工事表彰の監

理技術者または主任技術者の有

無 

 

表彰有り            ：２点 

表彰無し            ：０点 

 

【国、都道府県、市町村の表彰とし、 
感謝状は含まない】 

 

 継続教育(C
PD及びCPDS
) の 取 組 状
況 

令和５年度の継続教育における取
得した合計の単位を評価する 

審査基準日から過去 1 年間に各

協会等が発行する学習履歴証明

書の写しを添付すること 

 

令和５年度に20単位以上の取得有り 
            ：１点 

令和５年度に20単位未満  ：０点 
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賃上げの実施を表明した

企業等 

令 和 ６ 年 ４ 月 以 降 に 開 始 す る 最 初 の 事 業 年 度 ま た は 令 和 ６ 年

（ 2024 年）度において、対前年度または前年比で給与等受給者一人

当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨、従業員に表明してい

ること【大企業】  
 

令和６年４月以降に開始する最初の事業年度または令和６年

（ 2024 年）度において、対前年度または前年比で給与総額を 1.5％
以上増加させる旨、従業員に表明していること【中小企業等】  

 
                          ４点  

企業の技術力及び配置予

定技術者の能力の評価 

    （加算点②） 

３４点満点 

  

4) ワーク・ライフ・バランス等の推進企業を評価する認定通知書等の確認 

評価の対象とする認定等を証する下記書類（当該認定等の根拠法令に基づき厚生労働省が

定める各都道府県労働局長が発出した認定通知書等）の写しを提出する。 

なお、複数の認定通知書等を企業が取得している場合は、５.(2)3)イ)企業の技術力評価（加

算点）において下記の①～④で最も配点の高い認定通知書等の写しを提出する。 

① 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成27年法律第64号。以下「女性活躍

推進法」という。)に基づく認定（えるぼし認定、プラチナえるぼし認定）に関する基準適

合一般事業主認定通知書 

    ※労働時間の基準を満たすものに限る。 

② 次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号。以下「次世代法」という。）に基づ

く認定（くるみん認定、トライくるみん認定、プラチナくるみん認定）に関する基準適合一

般事業主認定通知書 

③ 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年法律第98号。以下「若者雇用促進法」とい

う。）に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主認定通知書 

④ 女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画策定届(計画期間が満了していないも

のに限る。)を策定した企業(常時雇用する労働者の数が100人以下のものに限る。) 

    ※ 内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、ワーク・ラ

イフ・バランス等推進企業認定等相当確認通知書の写しを添付すること。 

5) 継続教育（CPD・CPDS）の取得状況 

継続教育（CDP・CPDS）の取得状況については、審査基準日から過去１年以内に発行され、

継続教育（CDP・CPDS）の推奨単位以上を取得したことを示す証明書（以下、「証明書」とい

う。）の写しを必ず添付すること。添付がない場合は評価しない。 

証明書は、審査基準日から過去1年間以内の期間に証明期間の一部が含まれ、継続教育（CD

P・CPDS）の推奨単位以上が取得されている場合に評価する。 

評価にあたっては、証明期間を年単位で評価する。なお、証明期間とは証明書に記載されて

いる「対象期間」、「証明期間」等であり、受講した日付より算出するものではない。 

6) 賃上げの実施を表明した企業等 

※１ 本評価項目で加点を希望する入札参加者は、環境省ホームページに掲載の「従業員への

賃金引上げ計画の表明書」（以下「表明書」という。）を提出すること。なお、共同企業が

加点を受けるには各構成員による表明が必要である。 

また、中小企業等については、表明書と合わせて直近の事業年度の法人税申告書別表１を
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提出すること。なお、「中小企業等」とは、法人税法第66条第２項又は第３項に該当する者

のことをいう。ただし、同条第６項に該当するものは除く。「大企業」はそれ以外の者のこ

とをいう。 

なお、本項目で加点を受けた落札者に対しては、落札者が提出した表明書により表明した

率の賃上げを実施したかどうか、当該落札者の事業年度等が終了した後、速やかに契約担当

官等が確認を行う。本項目で加点を受けた落札者は、以下に示す書類を事業年度等が終了し

た後、下記に定める期限までに契約担当官等に提出するものとする。 

具体的には、事業年度単位での賃上げを表明した場合においては、賃上げを表明した年度

とその前年度の「法人事業概況説明書」の「「10主要科目」のうち「労務費」、「役員報酬」

及び「従業員給料」の合計額」（以下「合計額」という。）を「４期末従業員等の状況」の

うち「計」で除した金額を比較することにより行うこととする。事業年度単位での賃上げを

表明した落札者は、上記の資料を決算日（「表明書」に記載の事業年度の末日）の翌日から

起算して２か月以内に契約担当官等に提出すること。  

また、暦年単位での賃上げを表明した場合は、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計

表」の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」の「○Ａ俸給、給与、賞与等の総額」の「支

払金額」欄を「人員」で除した金額により比較することとする（※２及び３）。暦年単位で

の賃上げを表明した落札者は、上記の資料を翌年の１月末までに契約担当官等に提出する

こと。  

※２ 中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は、事業年度単位の場合は「法人事業

概況説明書」の「合計額」と、暦年単位の場合は「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合

計表」の「支払金額」とする。 

※３ 上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士又は公認会計士等

の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類であると認

められる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることができ

る。 

この場合の提出方法、考え方及び具体的な例は「賃上げ実績確認」計画の達成」「適用期

間」のとおりである。  

 
注意：「法人事業概況説明書」または「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」等を提

出する場合は「国庫債務負担行為による複数年契約に係る賃上げ実績加点整理表」に

添付してください。 

 
上記の期限までに書類が提出されない場合又は上記の確認を行った結果、本取組により

加点を受けた落札者が表明書に記載した賃上げ基準に達していない場合又は本制度の趣旨

を意図的に逸脱していると判断された場合は、別途、契約担当官等が通知する減点措置の開

始の日から１年間、政府調達の総合評価落札方式による入札に参加する場合、本取組により

加点された割合よりも大きな割合（１点大きな配点）の減点を行う 

なお、共同企業体の場合に、実績確認において構成員の一部又は全部の者が未達成となっ

た場合、その後の減点措置は当該共同企業体、未達成となった構成員である企業及び未達成

となった企業を構成員に含む共同企業体に対して行う。 
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7) 評価値 

価格及び価格以外の要素として提示された性能等に係る総合評価は、予定価格の制限の範

囲内の入札参加者について、上記1)、2)及び3)により得られる標準点及び加算点の合計を、当

該入札者の入札価格で除して得た値（以下「評価値」という。）をもって行う。 

    【参 考】 評価値＝（標準点＋加算点）／入札価格 

(3)  ヒアリングの実施 

  ヒアリングは実施しない。 

(4) 落札者の決定方法 

1) 入札参加者は、価格及び提案をもって入札し、次の①から②までの全ての要件に該当する者

のうち、上記(2)によって算出された評価値の最も高い者を落札者とする。ただし、落札者と

なるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を

乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の

範囲内で、発注者の定める最低限の要求要件を全て満たして入札した他の者のうち、評価値の

最も高い者を落札者とすることがある。 

① 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

② 提案が最低限の要求要件（標準案）を満たしていること。  

2) 1)において、評価値の最も高い者が２人以上あるときは、該当者にくじを引かせて落札者を 

決定する。 

(5) 提案に基づく施工 

実際の施工に際しては、適正とされ、競争参加資格確認通知書に併せて通知された技術提案に基づ

く施工計画により施工し、入札時に記載した「技術提案」以上の施工を行うものとする。 

受注者の責任により、入札時に記載した「技術提案」以上の施工が行われない場合は、以下の取扱

いを行う。なお、当初想定していた条件以外の事象が生じ、事前に提出し適正とされ、競争参加資格

確認通知書に併せて通知された技術提案に基づく施工計画による施工ができなくなった場合の取り

扱いについては、発注者と受注者とが協議して決定するものとする。 

1) 工事成績評定点の減点措置 

・ 特殊な環境における施工手順について 

技術提案を満足できなかった場合は、１０点を減点する。 

2) 違約金 

技術提案の不履行に伴って技術評価点の見直しを行い、当初の技術評価点との差により違

約金を徴収する。違約金は、当初契約金額の１０％を上限に以下のとおり定める。 

なお、この取り扱いについては、契約締結時に定め、契約書に明記するものとする。 

○違約金の額 

＝ 当初契約額 －（ 当初契約額 × 施工後の技術評価点 ／ 当初契約時の技術評価点 ） 

※１．技術評価点とは、【 標準点 ＋ 加算点 】をいう。 

※２．円未満の端数は切り捨て。 

   

６．担当部局 

〒900-0022  沖縄県那覇市樋川1-15-15那覇第一地方合同庁舎１階 

         九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務所 総務課 調整係 
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         電話：098-836-6400 

         電子メール：nco-naha@env.go.jp 

 

７．競争参加資格の確認等 

(1) 本競争の参加希望者は、４.に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、次に従い、申

請書及び資料を提出し、分任支出負担行為担当官から競争参加資格の有無について確認を受けな

ければならない。 

   ４.(2)の認定を受けていない者も次に掲げるところに従い申請書及び資料を提出することがで

きる。この場合において、４.(1)及び(3)から(12)までに掲げる事項を満たしているときは、開札

の時において４.(2)に掲げる事項を満たしていることを条件として競争参加資格があることを確

認するものとする。当該確認を受けた者が競争に参加するためには、開札の時において４.(2)に掲

げる事項を満たしていなければならない。 

 なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者並びに競争参加資格がないと認められた者は、

本競争に参加することができない。 

1) 提出期間： 電子調達システム、持参及び郵送の提出は、令和６年６月20日（木）から令和

６年７月10日（水）の９時00分から16時00分まで。（土曜日、日曜日及び祝日を

除く）ただし、最終日は12時00分まで。 

2) 提出場所： ６．に同じ。 

3) 提出方法： 申請書及び資料の提出は、電子調達システムにより受付を行う。ただし、発注

者の承諾を得て紙入札方式とする場合は、持参又は郵送（書留郵便等）にて受付

期間内必着で１部提出すること。 

上記の期限までに書類が提出されない場合又は上記の確認を行った結果、本取

組により加点を受けた落札者が表明書に記載した賃上げ基準に達していない場

合又は本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合は、別途九州地

方事務所沖縄奄美自然環境事務所が通知する減点措置の開始の日から１年間に

政府調達の総合評価落札方式による入札公告が行われる調達に参加する場合、

本取組により加点する割合よりも大きな割合（九州地方事務所沖縄奄美自然環

境事務所が調達する案件については１点大きな配点）の減点を行う。 

(2) 申請書は、別記様式１により作成すること。 

(3) 資料は、次に従い作成すること。 

下記1)の同種の工事の施工実績及び下記2)の配置予定の技術者の同種の工事の経験と立場につい

ては、平成21年度以降かつ申請書及び資料の提出期限の日までに、工事が完成し、引渡しが済んでい

るものに限り記載すること。ただし、専任補助者を配置することで主任（監理）技術者の同種工事の

経験に代えて４．(6)3)の施工経験で競争参加資格申請を行う場合の施工経験は平成31（令和元）年

度以降、かつ申請書及び資料の提出期限の日までに、工事が完成し、引渡しが済んでいるものに限り

記載すること。なお、「同種の工事の施工実績等」(別記様式２)に記載する工事、「主任（監理）技

術者等の資格・工事経験」（別記様式３－１－１）及び「専任補助者の資格・工事経験」（別記様式

３－１－２）の「工事の経験の概要」に記載する工事が環境省発注の工事である場合にあっては、当

該工事に係る工事成績評定通知書の写しを添付すること。 

1) 施工実績 

４.(5)に掲げる資格があることを判断できる同種の工事の施工実績を別記様式２に記載す
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ること。なお、記載する同種の工事の施工実績の件数は１件でよい。 

2) 配置予定の技術者 

４.(6)に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の資格、同種の工事の経験

及び申請時における他工事の従事状況等を別記様式３－１－１に記載すること。 

なお、専任補助者（現場代理人との兼務は認める。）を配置することで主任（監理）技術者

の評価に替えて専任補助者の同種工事の施工経験と立場、工事成績及び表彰等の従事技術者

の評価を受ける場合で、主任（監理）技術者の同種工事の経験に代えて４．(6)3)の施工経験

で競争参加資格申請を行う場合は、別記様式３－１－１の工事の経験概要欄に当該施工経験

を記載すること。 

専任補助者を配置する場合は、別紙様式３－１－２も記載すること。いずれの場合も記載す

る同種の工事の経験の件数は１件でよい。 

なお、主任（監理）技術者は複数の候補技術者を申請できるが、専任補助者については１名

の申請とする。 

同一の技術者（専任補助者を含む。）を重複して複数工事の配置予定の技術者とする場合に

おいて、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができなくなった

ときは、入札してはならず、申請書を提出した者は、直ちに当該申請書の取下げを行うこと。

他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもかかわらず

入札した場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがある。 

５．(2)3)企業の技術力等評価の配置予定技術者の施工能力の工事成績の評価において、主

任（監理）技術者の評価を受ける場合には、「主任（監理）技術者における工事種別で建築一

式工事の工事成績」（別記様式３－２－１）を提出すること。 

また、専任補助者を配置することで主任（監理）技術者の評価に替えて専任補助者の工事成

績の評価を受ける場合には、「専任補助者における工事種別で建築一式工事の工事成績」（別

記様式３－２－２）を提出すること。 

なお、いずれの場合もCORINSに従事技術者として登録された工事を対象(JV時及び単体時の

工事成績も含む)として該当する工事一件について記載する。工事成績が無い場合は提出の必

要は無い。 

また、申請した工事がCORINSの登録の工事種別と異なる場合には５．(2)3)企業の技術力等

評価の対象としない。 

複数の主任（監理）技術者候補の実績が提出された場合は、配置予定技術者の施工能力評価

（同種工事の施工経験と立場、工事成績、表彰）の最低のものを評価する。 

ただし、専任補助者を配置する場合は、専任補助者の施工能力で評価する。５. (2)3)企業

の技術力等評価ついて複数の専任補助者の実績が提出された場合は、評価の対象とせず専任

補助者としての配置は認めない。 

なお、正当な理由がなく工事着手時に専任補助者が配置されない場合は、工事成績評定点か

ら５点を限度に減点することがある。 

3) 契約書の写し 

1)及び2)の同種の工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し及び同種工事の

要件を満たす工事であることが確認できる資料を提出すること。ただし、当該工事が、CORIN

Sに登録されている場合は、契約書の写しを提出する必要はない。 

4) 技術提案(施工計画) 
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５.(１)１）に掲げる提案を別記様式４－１、４－２により記載すること。なお、下記①②

に示す評価項目ごとにそれぞれ５事項以内の技術提案を受け付け、６事項以降は不採用とす

る。 

また、施工計画で施工実績等を記載する場合には工事名等から企業名が特定できないよう

記載すること。 

技術提案を適正とされたことにより、設計図書において指定しない部分等の工事に関する

受注者の責任が、軽減されるものではない。 

施工計画の審査は、下記①②の評価項目について、５.(2)3)(ア)に示す評価基準に基づき審査

する。 

① 高い品質確保をしながら工期に納めるための全体及び各工種における取組について 

② 地場産材（木材等）を活用することにより施設全体の品質向上を図る取組について 

技術提案の施工計画の作成にあたっては、他機関又は他工事との協議・調整が必要となる

提案、または、そのおそれがある提案は不採用とする。 

なお、技術提案に基づく施工計画の採否については、競争参加資格の通知に併せて書面

により通知する。その際、技術提案が適正とされなかった場合には、その理由を付して通

知する。 

5) 社会保険等への加入状況確認 

４．(12)について確認するため、建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第21条の4

に規定する通知書の写しを提出すること。 

(4) 競争参加資格の確認は、申請書及び資料の提出期限の日をもって行うものとし、その結果は令和

６年７月12日（金）までに通知する。 

(5) その他 

1)  申請書及び資料の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

2) 分任支出負担行為担当官は、提出された申請書及び資料を競争参加資格の確認以外に提出

者に無断で使用しない。 

3)  提出された申請書及び資料は、返却しない。 

4)  提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。 

5)  申請書及び資料に関する問い合わせ先は、６．に同じ。 

6) 電子調達システムにより申請書及び資料を提出する場合は、以下に留意すること。 

① 配布（ダウンロード）された様式をもとに作成するものとし、ファイル形式は以下による

こと。 

・Microsoft Office Word（Word2010形式以下のもの） 

・Microsoft Office Excel（Excel2010形式以下のもの） 

・PDFファイル 

② 複数の申請書類は、１つのファイルにまとめ技術提案書欄に添付して送信すること。なお、

圧縮することにより１つのファイルにまとめたものは、１つのファイルの提出（圧縮ファイ

ルの中に複数のファイル及びファイル形式が混在していても良い。）として認める。ただし、

圧縮ファイルの形式は、lzh形式のみを認める。 

なお、電子メールにて提出するファイル容量は７MB以内（圧縮ファイルを活用した場合も

同様）とし、やむを得ず申請書及び資料が７MB以上となる場合は分割して送信し、環境省に

提出した旨を連絡し、受信連絡メールを必ず確認すること。 
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電子調達システムのデータ上限は１０MB 

 

８．競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

(1) 競争参加資格がないと認められた者は、分任支出負担行為担当官に対して競争参加資格が無い

と認めた理由について、次に従い、書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

1) 提出期限： 令和６年７月17日（水）16時00分。 

2) 提出場所： ６.に同じ。 

3) 提出方法： 持参、電子メール又は郵送（書留郵便に限る。）。電送（ファクシミリ）によ

るものは受け付けない。 

(2) 分任支出負担行為担当官は、説明を求められたときは、令和６年７月22日（月）までに説明を求

めた者に対し回答する。 

 

９．入札説明書等に対する質問（見積に関する質問も含む） 

(1) この入札説明書等に対する質問がある場合においては、次に従い、書面（様式は自由）により提

出すること。 

1) 提出期間： 令和６年６月20日（木）から令和６年７月11日（木）まで（土曜日、日曜日及

び祝日を除く 。）の9時00分から16時00分まで。 

          持参する場合は、上記期間の9時00分から16時00分まで。 

2) 提出場所： ６.に同じ。 

3) 提出方法： 持参、電子メール又は郵送（書留郵便に限る。）。 

電子メールの場合は受信連絡メールを必ず確認し、提出した際には、環境省九

州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務総務課調整係に提出した旨を連絡する

こと。電送（ファクシミリ）によるものは受け付けない。 

(2) (1)の質問に対する回答書は、沖縄奄美自然環境事務所HPへの掲載にて回答とする。 

1) 期  間： 令和６年７月12日（金）から令和６年７月19日（金）まで。 

     

 

10．削除 

 

11．入札及び開札の日時及び場所等 

(1) 入札書は、電子調達システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合は紙により

持参すること。入札書提出期限は次のとおりとする。 

1) 電子調達システムによる入札の締め切りは、令和６年７月19日（金）10時00分。 

2) 紙による持参の場合の締め切りは、令和６年７月18日（木）16時00分。 

開札は、令和６年７月19日（金）10時00分。   

(2) 場  所： ６．に同じ。 

 

12. 総合評価落札方式における技術提案の採否等の通知に関する問い合わせ 

(1) 入札参加者は、7.(4)に掲げる競争参加資格の確認の通知時に合わせて通知される技術提案の採

否等の通知について、九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務所総務課に対し、令和６年７月1

2日から令和６年７月17日までの間、電子メールにより問い合わせをすることができる。なおその
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際の連絡先は、競争参加資格の確認の通知時に合わせて通知することとし、問い合わせの様式は別

記様式５とする。 

(2) 担当官は、(1)の問い合わせがあった場合には、令和６年７月22日までに当該問い合わせをした

者に対し説明する。 

 

13．入札方法等 

(1) 入札書は、電子調達システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合は紙により

持参又は郵送にて提出すること。（郵送は書留郵便に限る。） 

(2) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。 

(3) 入札執行回数は、原則として２回を限度とする。 

 

14．入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 免除。  

(2) 契約保証金 納付。ただし、利付国債の提供（取扱官庁九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事

務所）又は金融機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官庁環境省九州地方環境事務所沖縄奄美自

然環境事務所）をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券に

よる保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

なお、契約保証金の額、保証金額又は保証金額は、請負代金額の１０分の１以上とする。ただし、

予決令第８６条に規定する調査（低入札価格調査）を受けた者との契約については、契約の保証の

額を請負代金額の１０分の３以上とする。 

 

15．工事費内訳書の提出 

(1) 第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を

求める。電子による入札の場合は、入札書に内訳書ファイルを添付し同時送付すること。ただし、

入札参加者が紙による入札を行う場合には、工事費内訳書は表封筒と入札書を入れた中封筒の間

に入れて、表封筒及び中封筒に各々封緘をして提出すること。 

(2) 工事費内訳書は発注者名、商号又は名称、代表者氏名、住所及び工事名を記載するとともに、担

当者連絡先として、部署名、責任者名、担当者名、連絡先及び電子メール先を記載すること。なお、

電子調達システムによる場合は、Excel形式で作成を行うこと。 

工事費内訳書の提出形式は、下記のとおりとする。 

参考数量内訳書に掲げる種目別内訳及び科目別内訳、中科目別内訳、細目別内訳に相当する項目

に対応するものの数量、単位、単価及び金額を表示したもの（様式自由。ただし、商号又は名称並

びに住所及び工事名を記載するとともに、紙による入札は担当者連絡先として、部署名、責任者名、

担当者名、連絡先及び電子メール先を記載し、入札日を記入すること。）。様式は、自由とするが、

その構成は公共建築工事内訳書標準書式による。  

 なお、科目別内訳書、細目別内訳書の添付されていない場合は、下記表1.(1)に該当するものと

して、入札を原則無効とする。 
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公共建築工事内訳書標準書式URL  

https://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_s_utiwakesyo_syosiki.html 

(3) 工事費内訳書は入札書の参考図書として提出を求めるものであり、入札書提出時までに、入札書

に記載される入札金額に対応した工事費内訳書が提出する。  

(4) 入札参加者は担当者連絡先として、部署名、責任者名、担当者名、連絡先及び電子メール先を記

載し、入札日を記入した（電子調達システムにより工事費内訳書を提出する場合を除く。）及び記

名を行った工事費内訳書を提出しなければならず、契約担当官又は分任支出負担行為担当官（これ

らの者の補助者を含む。）が提出された工事費内訳書について説明を求めることがある。また、工

事費内訳書が、下記表各項に掲げる場合に該当するものについては、原則として当該工事費内訳書

提出業者の入札を無効とする。 

(5) 工事費内訳書を必要に応じ公正取引委員会に提出することがある。 

 

    【表】                                                                              

１．未提出であると認められ
る場合 

（未提出であると同視でき
る合を含む。） 

(1) 内訳書の全部又は一部が提出されていない場合 

(2) 内訳書とは無関係な書類である場合 

(3) 他の工事の内訳書である場合 

(4) 白紙である場合 

(5) 
内訳書に担当者連絡先として、部署名、責任者名、担当者
名、連絡先及び電子メール先,入札日を記載されていない
場合  

(6) 内訳書が特定できない場合 

(7) 他の入札参加者の様式を入手し、使用している場合 

２．記載すべき事項が欠けて
いる場合 

(1) 内訳の記載が全くない場合 

(2) 
入札説明書、指名通知書等に指示された項目を満たしてい
ない場合 

３．添付すべきではない書類
が添付されていた場合 (1) 

他の工事の内訳書が添付されていた場合 

４．記載すべき事項に誤りが
ある場合 

 

(1) 発注者名に誤りがある場合 

(2) 発注案件名に誤りがある場合 

(3) 提出業者名に誤りがある場合 

(4) 内訳書の合計金額が入札金額と大幅に異なる場合 

５．その他未提出又は不備がある場合 

 

16．開札 

開札は、電子調達システムにより行うこととし、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。

入札参加者が紙による入札を行う場合には、当該紙による入札参加者は自社等で待機すること。第１

回目の入札において落札者が決定しなかった場合、再度入札に移行する。再度入札の日時等について

は、発注者から指示する。この場合、発注者から再入札通知書を送信するので、電子調達システム使

用端末の前でしばらく待機すること。なお、開札処理に時間を要する場合は、発注者から開札状況を

電子調達システムにより連絡する。紙による入札を行う場合には発注者から電話にて通知する。 

  なお、２回目の開札時に連絡のつかない入札参加者は、入札参加の意思がないものとみなし再度入

札を辞退したものとして取り扱う。 
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17．入札の無効 

入札公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者のし

た入札並びに競争契約入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反した入札は無効とし、

無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。 

なお、分任支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨確認された者であっても、開札の時に

おいて４.に掲げる資格のない者は、競争参加資格のない者に該当する。 

 

18．落札者の決定方法 

(1) 予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、５．(4)に定めるところ

に従い評価値の最も高い者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、

その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又は、

その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当

であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の定める最低限の要求要件を全て

満たして入札した他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者とすることがある。 

また、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、指名停止の措置が講じられるので注意されたい。 

(2) 落札者となるべき者の入札価格が予決令第85条に基づく調査基準価格を下回る場合は、予決令

第86条の調査を行うものとする。 

 

19．配置予定技術者の確認 

落札者決定後、CORINS等により配置予定技術者（専任補助者を含む。）の専任制違反の事実が確認

された場合は、契約を結ばないことがある。なお、病休・死亡・退職等極めて特別な場合でやむを得

ないとして承認された場合の外は、申請書の差し替えは認められない。病気等特別な理由により、や

むを得ず配置予定技術者を変更する場合は、４.(6)に掲げる基準を満たし、かつ当初の配置予定技術

者と同等以上の者を配置しなければならない。 

なお、主任技術者又は監理技術者の配置にあたっては、「監理技術者制度運用マニュアル（最終改

正：令和６年３月26日 国不建技第290号 国土交通省）」によらなければならない。 

また、専任補助者を配置する場合にあたっては、建設会社との雇用関係及び工事現場の専任につい

て主任技術者又は監理技術者と同様に「監理技術者制度運用マニュアル（最終改正：令和６年３月2

6日 国不建技第290号 国土交通省）」によるものとする。 

 

20．契約書作成 

別冊契約書案により、契約書を作成するものとする。 

 

21．支払い条件 

(1) 前金払 有り   部分払 有り 

(2) 低入札価格調査を受けたものとの契約については別冊契約書案第３５条第１項中「１０分の４」

を「１０分の２」とし、第５項、第６項及び第７項もこれに準じて割合変更する。 

   

22．火災保険付保の要否  要。 

                                                                                          

23．本工事に直接関連する他の工事の請負契約を本工事の請負契約の相手方との随意契約により締結
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する予定の有無  無。 

                                                                                          

24．非落札理由の説明 

(1) 非落札者のうち、落札者の決定結果に対して不服がある者は、落札者決定の公表を行った日の翌

日から起算して５日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）以内に書面により、分任支出負担行為担

当官に対して非落札理由についての説明を求めることができる。 

(2) (1)の非落札理由について説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日か

ら起算して５日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）以内に回答する。 

 

25．再苦情申立て 

8.(2)の競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明又は24.(2)の非落札理由の説明に不服

がある者は、回答を受けた日の翌日から起算して７日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）以内に、

書面により、分任支出負担行為担当官に対して、再苦情の申立てを行うことができる。 

1) 再苦情申立ての問い合わせ及び提出先： ６．に同じ。  

2) 受付時間： 土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、9時00分から16時00分まで。 

         (持参の場合は12時から13時までの間を除く。) 

3) 再苦情申立書の様式の入手先は、６．に同じ。 

※政府調達に関する協定の対象となる工事については、「政府調達に関する苦情の処理手続」

（平成７年１２月１４日付け政府調達苦情処理推進本部決定）（令和３年１月２９日改正）

に基づく政府調苦情検討委員会による苦情処理が行われることに留意すること。 

 

26．関連情報を入手するための照会窓口 ６．に同じ。 

 

27．総合評価に関する事項 

施工条件の変更、災害等、受注者の責任に帰さない事由により「技術提案」に影響を及ぼす場合は、

入札に係る「技術提案」を現場の状況により必要に応じて協議して定めるものとする。 

 

28．その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札参加者は、別冊九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務所入札心得及び別冊契約書案を

熟読し、九州地方環境事務所沖縄奄美自然環境事務所入札心得を遵守すること。 

(3) 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行

うことがある。 

(4) 落札者は、7.(3)2)の資料に記載した配置予定の技術者を、当該工事の現場に配置すること。 

(5) 入札説明書を入手した者は、これを本入札手続き以外の目的で使用してはならない。 

(6) 電子調達システムは土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１８時３０分まで稼働

している。    

(7) 障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりとする。 

   ・システム操作・接続確認等の問い合わせ先 

      政府電子調達システムヘルプデスク  TEL 0570-000-683(ナビダイヤル) 

      政府電子調達システムホームページアドレス  http://www.geps.go.jp/ 
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(8) 第１回目の入札が不調となった場合、再度入札に移行する。再度入札の日時については、電子調

達、紙による持参、郵送が混雑する場合があるため、発注者から指示する。開札時間から３０分後

には発注者から再入札通知書を送信するので、電子調達システム使用端末の前で暫く待機するこ

と。開札処理に時間を要し、予定時間を超えるようであれば、発注者から連絡する。 

(9) 落札となるべき入札をした者が２人以上あるときは、該当者にくじを引かせて落札者を決める。

なお、くじの日時及び場所については、発注者からメールにより指示する。 

(10) 専任の主任技術者又は監理技術者の配置が義務付けられる工事において、低入札価格調査基準

価格を下回った価格をもって契約する場合は、主任技術者又は監理技術者とは別に、４．(6)1)4)

5)に定める要件と同一要件を（工事経験を除く。）を満たす技術者を専任で１名現場に配置する

こととする。 

    なお、当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人の兼務は認めない。また、専任補助者を配

置する場合は当該技術者との兼務も認めない。 

    また、当該技術者は施工中、主任技術者又は監理技術者を補助し、主任技術者又は監理技術者

と同様の職務を行うものとする。また、当該当技術者は、その氏名その他必要な事項を主任技術

者又は監理技術者の通知と同様に契約担当官等に通知することとする。 

(11) 提出された申請書及び資料が下記のいずれかに該当する場合は、原則その申請書及び資料を無

効とする。 

   ・申請書、資料の全部または一部が提出されていない場合 

   ・申請書、資料と無関係な書類である場合 

   ・他の工事の申請書、資料である場合 

   ・白紙である場合 

   ・入札説明書に指示された項目を満たしていない場合 

   ・発注者名に誤りがある場合 

   ・発注案件名に誤りがある場合 

   ・提出業者名に誤りがある場合 

   ・日付に誤りがある場合 

   ・その他未提出または不備がある場合 

(12) 電子調達システムによる入札書等の提出は通信状況によりデータの送付に時間を要する場合が

あるので、時間に余裕を持って行うこと。 

(13) 提出ファイルは事前にウイルスチェックなどで安全性を確認した上で送信すること。 

(14) その他不明な点についての照会先 

   上記６．に同じ      

以上 

 


